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中国における競争政策の整備
および展開状況と課題
-2つの管理弁法と独占禁止法を中心に一
専修大学商学部渡辺達朗
Establishment and Development of
Competition Po正cies in China
senshu University. School of C｡mmerce Tatsuro Watanabe
中国市場における競争は近年ますます激しくなっているにもかかわらず,健全な市場経済を運営するための法律や行政的規則は十
分整備されていない｡そこで本稿では,中国における競争政策の整備および展開の過程および課題について検討する｡
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Althoughcompe也tion in Chinese market is getting more intense inthese days, laws and adminisb･ativerulesfor managlng sound
market economyare not enoughestablished. So,this ardcle reviews the processandthe subjects of establishmentand development of
competition policiesinChina.
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1.はじめに1)
中国では実態面での市場経済化が急進展するに
伴って,市場における企業間競争が俄烈に展開さ
れるようになっている｡企業の競争行動の中には,
日･米･EUなどにおいては違法となるような行
為も含まれることが少なくないといわれる｡これ
は市場経済の運営に必要な最低限の法制度や政策
の整備が不完全,不十分であることに起因する面
がある｡
このように市場経済を支える法規が未整備な状
態は,中国国内企業にとっても,中国ですでに活
動している,あるいはこれから参入しようとして
いる日本をはじめとする諸外国の企業にとっても,
マイナスの影響を与える｡当該法規が未整備とい
うことは,経済活動のルールに未確定部分があっ
たり不確実性が高いことを意味することから,企
業機会主義的行動や脱法行為を引き出す誘引とな
る一方で,コンプライアンス意識や取引上のモラ
ルの醸成を妨げることにもつながるからである｡
中国の政策当局も,こうした点を十分認識して
おり, 2000年代前半から,自らが標梼する独自
の社会主義市場経済にふさわしい,広い意味での
経済法体系の整備を急いできている｡これに対し
て,日本政府は技術支援(立法支援事業)として,
国際協力機構OICA)が主体となって,経済
法･企業法整備プロジェクトを実施している｡筆
者は,このプロジェクトの一環である市場流通関
連法サブプロジェクトの立ち上げ準備からかかわ
り,主として中国商務部("部"は日本の``省"
に相当)の立法担当者や,大学の研究者(その多
くは経済法系の学者)たちと,さまざまな課題に
ついて意見交換する機会を得てきている2)0
本稿では,中国における経済法体系整備の動き
のうち,企業活動の根幹にかかわる競争政策関係
の法規,具体的には大規模小売業者の取引行為に
かかわる2つの管理弁法(2006年10月および11
月施行),および独占禁止法(2007年8月30日
公布, 2008年8月1日施行)に焦点をあて,こ
れまでの展開と今後の展望について整理･検討す
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2.中国商務部の｢市場流通関連法｣構想
㊨ ｢市場流通関連法｣とは
中国政府,とりわけ商務部では,整備すべき広
義の経済法体系のうち流通･商業の領域に属する
諸法規を包括する概念として｢市場流通関連法｣
という独特な用語を用いている｡中国側の資料に
よれば,市場流通関連法の体系は次の5つの分野
からなるという4)｡
①市場主体法制度:卸売業者,小売業者,敬
引市場など経済主体にかかわる制度｡
(彰市場行為法制度:フランチャイズ経営,無
店舗販売,電子ビジネス,物流など経済行為
にかかわる制度｡
③市場秩序法制度:独占禁止,不正競争防止,
商事取引管理,知的財産権保護など経済秩序
にかかわる制度｡
④市場モニタリング･調整コントロール管理
法制度:商業網計画,生活必需品応急管理,
特殊商品(自動車,酒類,ガソリン類,中古
品,その他),特殊業種(競売･抵当,ファ
イナンスリース,家畜家禽,再生資源リサイ
クル,その他),市場流通促進(中小企業促
進,伝統的商業保護)など,多様な市場経済
の要素の管理等に関する制度｡
⑤信用管理法制度:企業信用,個人信用の管
理にかかわる制度｡
以上のように,市場流通関連法の内容は,市場
経済のベースとなるルールにかかわる民法や商法
(会社法)を前提としたうえで,市場における経
済主体や経済行為などにかかわる広範な要素を漏
れなくカバーしようとするものといえる｡そして,
これらを包括する基本法として,市場流通基本法
を整備することの必要性の有無についても,中国
側の検討対象に含まれていた｡
なお,中国の法制度の体系はわが国と異なる部
分が少なくない｡もちろん,筆者もその詳細につ
いて十分理解できているわけではないが,本稿の
議論を正確に理解してもらうためには,法律,秦
例,弁法という3つの用語の定義については確認
する必要がある｡まず,法律とは全国人民代表大
会(全人代,わが国の国会に相当)レベルで制定
された法規であり,条例とは国務院(わが国の内
閣に相当)レベルで制定された法規である｡また,
弁法とは部や委員会という行政組織レベルで制定
された通達(行政指導のための文書)である｡
㊨ ｢市場流通関連法｣構想の背景
市場流通関連法の体系が,このように限りなく
広範囲をカバーするものとして構想された背景に
は次のような事情が関連しているものと考えられ
る｡
第1に,従来の社会主義･指令経済型の行政機
構･官僚制度の下で培われてきた考え方のクセの
ようなものが,現在の政府の中にも残存していて,
経済主体や行為をすみずみまで管理しようとする
発想が,自ずと出てきてしてしまうのでないか｡
とはいえ,立法担当者と実際に議論をしてみると,
必要な規制と不必要な規制の峻別を,市場の実態
に合わせて柔軟に行っていこうとする姿勢も持っ
ていることは,強調しておくべきであろう｡
第2に,現実的問題としてより重要な点は,経
済主体･行為等の管轄権に関して,どうやら中国
政府部内での行政組織間-中央政府の官庁だけ
でなく市･省等の地方政府も巻き込んで-の綱
引きが行われているらしいことに関連している｡
すなわち,市場経済化の進展とともに,さまざま
な業態の大規模小売チェーンに端的に示されるよ
うな,従来にない新たな経済主体や行為が次々と
現れてきたり,政策的に創り出されてきている｡
そのため,もともと強い縦割り構造をもっていた
行政組織が,それらの管理･管轄をめぐって激し
い争奪戦を展開することとなっているのである｡
したがって商務部としては,いわばできるだけ
大きな風呂敷を広げることによって,新興分野で
の行政的権限を手に入れようとしているのであろ
う｡こうした動きは,中国に固有のものではなく,
日本の行政組織等でもみられるものといえよう｡
これに関連して第3に指摘すべきは,欧米日な
ど諸外国の政府･企業等のステークホルダーから
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のロビー活動の影響である｡中国の中央政府およ
び地方政府の行政組織は,もともと経済主体や行
為に対して大きな権限を持っていることから,請
外国のステークホルダーからのロビー活動が活発
に行われてきている｡当然,新興分野においても
同様であり,新たに権限を持つ可能性がある行政
組織に対してロビー活動が活発に行われるように
なり,それがさらにより広い範囲での権限を求め
ての行政組織間の縄張り争いを刺激する,という
構図がみられるのである｡
㊥法整備の優先順位
さて,こうした市場流通関連法の体系案を前提
にしつつ,中国商務部では, 2000年代前半以降,
大型店の立地規制問題,フランチャイズ経営規制,
企業信用(とりわけファイナンスリース)の管理,
大規模小売業者の取引行為にかかわる規制,市場
流通基本法と独占禁止法との関連などに焦点をあ
てて検討を重ねていた｡市場流通関連法の広範囲
にわたる構想の中で,これらが法整備の優先的な
課題として設定されたのは, WTO加盟(2001年
12月)による小売市場開放政策によって,中国
市場における外資系(欧米系)小売企業のプレゼ
ンスが急激に上昇したことと関係している｡
WTO加盟後,中国各地の市場に外資系小売企
業の参入が相次いだのであるが5),その背景には,
中央政府および地方政府による｢超国民待遇｣政
策と呼ばれる外資優遇策があった｡中央政府の外
資優遇策の代表には税制面での優遇があげられ,
地方政府のそれの代表は企業や店舗の好条件によ
る誘致策があげられる｡とくに地方政府の一部で
は,中央政府が外資小売企業の出店を制限してい
た小売市場開放政策の初期からすでに,中央政府
が定めたルールを無視して,外資系小売企業に免
税や土地無償供与などの特別優遇策を講じており,
現在もそうした優遇策は続けられているという6)｡
その結果,市場流通関連の法制度が未整備であ
るばかりでなく,土地利用や都市計画に関する法
整備も十分でない中で,以上のような優遇策で外
資系小売企業が短期間で急成長し,その存在や活
動が,国内資本系の小売企業や伝統的な中小商業
者,さらには消費者に対してさまざまな悪影響を
及ぼすことが懸念されるようになった｡こうした
ことを背景に,中央政府は上述のような分野に法
整備のプライオリティをおくことになったのであ
る｡つまり,それらは明示的に外資にターゲット
を絞る体裁はとっているわけではなく,それぞれ
の要件を満たす小売企業等を対象にしているもの
の,外資系小売企業の出店や仕入れ,販売等の活
動に一定のタガをはめることが意図されていると
いえよう｡
なお,中央政府による外資優遇策の代表である
企業所得税の外資優遇については, 2007年3月
に第十期全人代第五回会議で企業所得税法が可決
されるとともに,それまでの外国投資企業と外国
企業の所得税法と企業所得税暫定条例が廃止され,
外資と国内資本の税制が一本化されることになっ
た7)｡企業所得税法と同法実施条例(2007年11
月国務院(-内閣に相当)採択)について
は, 2008年1月1日から施行されている｡
それでは次節から, 2つの管理弁法と独占禁止
法という競争政策関係の法規について,具体的に
検討していくことにしよう8)｡
3.大規模小売業者の取引行為にかかわる
規制
㊥2つの管理弁法
先に述べたように,ここ数年,欧米系外資小売
企業を中心とした大規模小売業者が急速に店舗展
開を行い,市場における地位を高めるにつれて,
さまざまな問題を惹起してきている｡商務部に
よってまずとりあげられたのは立地にかかわる問
題であるが,取引にかかわる問題も看過できない
までになった9)｡
本来,取引にかかわる問題は独占禁止法と表裏
一体の関係にあるといえる｡しかし,商務部では,
独占禁止法の制定作業と並行して,大規模小売業
者の取引行為にかかわる問題として,納入業者か
らの仕入れ行為と,消費者向けの販売促進行為に
焦点を当てて独自のルールを制定する方向に動い
た｡これは,上述の市場流通関連法の体系のうち
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市場秩序法制度の分野に含まれる商事取引管理に
該当するものである｡
商務部が,こうした独自ルール策定を目指した
背景には,中央官庁間の綱引きにかかわる次のよ
うな事情が関連している｡すなわち,当時進めら
れていた独占禁止法の制定作業は,不当競争防止
法,価格法,外国投資者による国内企業のM&A
に関する規定などに散在していた規制内容を集約
し,新たな内容を追加するかたちで行われてい
た10)｡そのなかで,商務部は既存法規の所管との
関連で,主として企業結合(M&A等)を管轄す
ることが予定されており,大規模小売業者の取引
行為については,市場支配力の濫用の問題として,
不当競争防止法を所管する国家工商行政管理総局
(工商総局,国務院の直属機関の1つ)が主とし
て管轄することとなっていたのである｡
しかし,商務部としては,大規模小売企業の納
入業者や消費者に対する行為の一部を｢不公平な
行為｣ととらえ,そうした中国市場にとって新し
い現実に対処することの重要性と必要性を強調し
つつ,独占禁止法から相対的に独立したルールを
制定することによって,当該問題に関する自らの
行政的権限の明確化を図ろうとしたものと考えら
れる｡つまり,この間題は,前述した行政組織間
による管轄権争奪戦の一端を垣間みせるものとい
うことができよう｡
㊥不公平取引をめぐる討論
大規模小売業者の取引行為の規制のあり方につ
いては,市場流通関連法サブプロジェクトにおけ
る2005年12月の北京研究会の中心テーマとなり,
商務部サイドから2つの管理弁法の素案が討論資
料として提示され,突っ込んだ議論が行われた｡
この段階の素案はいずれも,後に施行される弁法
に比べて,対象とする範囲や条項数が多かった｡
これに対して研究会では,行政的規則として規
制すべきこと,民法や商法に基づヽ､て当事者間で
解決すべきこと,詐欺行為等の刑法上で禁ずべき
こと,あるいは業界団体等がルール化すべきこと
などが混然一体となっていること等が,筆者を含
む日本側討論者から指摘された｡これは,そもそ
も取引慣行とは何か,そのうち｢不公平取引｣に
該当するものは何で,それはなぜかといった議論
につながり,それらについてあらためて整理する
ことによって,規制のあり方をさらに検討すべき
等が主張されたのである｡
そうした主張のうちの一部を紹介すると,次の
ようなものがあげられる｡すなわち,小売業者と
納入業者との取引関係における,小売業者の｢要
請｣と納入業者の｢対応｣という双方の行為は,
たとえ小売側が優越的な地位にあるにしても,一
方的な強制によってのみ成り立っているのではな
い場合が少なくない｡つまり,両者の行為は,例
えば需要不確実性下の効率的危険分担といった特
定の条件下において,双方にメリットがあるギブ
アンドテイクの関係になっており,両者の合理的
な選択の結果であることがある｡ただし,合理的
や効率的であることは,社会にとって,あるいは
消費者にとって,ただちに望ましいことを意味し
ているわけではない｡ここに取引慣行問題の難し
さがあるのであり,どの段階で,あるいはどのよ
うな状態･行為であれば,行政として介入･規制
すべきか等の判断は慎重に行うべきである11)｡
こうした議論がどれだけ影響したかは定かでな
いが,成案はよりシンプルなものにまとめられ
(いずれも全26条から成る), 2006年7月13日,
商務部第7回部務会議において小売業者と納入業
者の公平取引管理弁法および小売業者販売促進行
為の管理弁法として採択され,国家発展改革委員
会(発展改革妻,国務院の直属機関の1つ),公
安部,税務総局,工商総局の同意のもと,前者は
同年2006年11月15日に,後者は同年10月15
日に施行された｡以下,それぞれの内容について
検討していこう｡
㊥小売業者と納入業者の公平取引管理弁法
本弁法では,概略以下のようなことが規定され
ている｡
① (第1条)本弁法は,小売業者と納入業者の
取引行為を規範化し,公平な取引秩序を守り,
消費者の合法的権益を保障することを目的と
する｡
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② (第3条)本弁法が対象とする小売業者は,
工商行政管理部門で登記を行い,消費者に直
接商品を販売し,年間売上高が1,000万元以
上の企業等(チェーンストアを含む)を指す｡
また,納入業者は,小売業者に直接商品およ
び相応するサービスを提供する製造業,代理
店,その他仲介業者を含めた企業等を指す｡
③ (第6条)小売業者はその優位な立場を濫用
し,以下の不公平な取引行為を行ってはなら
ない｡
a)納入業者と納品契約を結ぶ等した商品の
受領を拒否すること
b)事前に約定していない商品損失の責任を
負うように納入業者に要請すること｡
C)事前に約定していないか,または事前に
約定した条件に適合していないにもかかわ
らず,小売業者が正当な理由なく納入業者
が納めた商品を撤去すること｡
d)納入業者に無条件でバックマージンを強
要すること等｡
e)納入業者に指定の商品の購入,または
サービスの受け入れを強要すること｡
④ (第7条)小売業者は以下の公平競争を妨げ
る行為を行ってはならない｡
a)納入業者が直接消費者や他の経営者に商
品を販売する際の価格を制限すること｡
b)納入業者が他の小売業者に商品を販売,
またはサービスを提供することを制限する
こと｡
(9 (第8条)小売業者は納入業者に小売業者の
売り場に従業員を派遣し,サービスを提供す
ることを要請してはならない｡ただし,納入
業者が同意する等の条件を満たす場合を除く｡
㊨ (第9条)納入業者は,一定の状況が存在す
る場合(略),返品を拒否する権利を有する｡
⑦ (第10条)小売業者が納入業者に販促サー
ビス費を要求する場合,事前に納入業者の同
意を得たうえで,契約書を交わし,提供する
サービスの項目･内容等,要求する費用の費
目等を明確に約定しなければならない｡
㊨ (第13条)小売業者は以下の費用を要求す
るか,または形を変えてそれを要求してはな
らない｡費用の例:契約締結･更新を理由に
要求する費用,独自の店内商品コードにかか
わる費用,店舗の改装･内装時に納入業者の
専用販売エリアになることが決まっていない
場所について当該納入業者に要求する内装･
装飾費,実施していない販促サービスや祝祭
日･新店オープン等の事由で要求する費用,
その他商品販売と直接関係がなく小売業者自
身が負担すべき費用等｡
⑨ (第14条)小売業者は納入業者と商品属性
に基づき契約書に代金支払い期限を明確に約
定しなければならない｡約定する支払い期限
は最長でも商品受領後60日を超えてはなら
ない｡
㊥小売業者の販売促進行為の管理弁法
本弁法では,概略以下のようなことが規定され
ている｡
① (第1条)本弁法は,小売業者の販売促進行
為を規範化し,消費者の合法的権益を保障し,
公平な競争秩序と社会の公共利益を擁護し,
小売業界の健康的かつ秩序ある発展を促進す
ることを目的とする｡
② (第3粂)本弁法が対象とする小売業者とは,
工商行政管理部門で登記を行い,消費者に商
品を直接販売する企業等を指す｡また,販売
促進行為とは,小売業者が消費者を引きつけ,
販売を拡大するために展開するマーケテイン
グ活動を指す｡
③ (第4条～第5条)小売業者は販売促進活動
を展開するにあたり,合法･公平･誠実信用
の原則に従い,商業の職業的道徳を遵守しな
ければならない｡また,適切な安全設備と管
理措置を備え,消防安全通路が問題なく通れ
るよう,確保しなければならない｡
④ (第6条～第13条)小売業者は販売促進活
動を展開するにあたり以下を遵守しなければ
ならない｡
a)広告･宣伝を行うにあたり,その内容は
真実･合法･明快で,分かりやすくなけれ
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ばならない｡また,目立つ位置に販売促進
内容を明示しなければならない｡
b)正札をつけて値段を表示し,価格札や価
格表を整える等しなければならない｡また,
値札よりも値段を吊り上げて販売してはな
らない｡
C)控造した原価を利用した割引,あるいは
誤解を与える表示価格法や価格手段による
欺隔,消費者の商品購入の誘導をしてはな
らない｡
d)販売促進賞品(くじ付き賞品等)の品質
や購入後のサービスレベルを下げてはなら
ない｡品質の不適格な物品を賞品等にして
はならない｡
⑧ (第14条)小売業者は期間限定の販売促進
活動を展開するにあたり,商品がその期間中,
十分に提供できるよう保証する等しなければ
ならない｡
(9 (第15条)小売業者はポイント制の優待
カードによる販売促進活動を展開するにあた
り,ポイント獲得方式,有効期間,優待条件
等の内容を事前に明示しなければならない｡
⑲ (第16条)小売業者は在庫整理,建物の取
り壊しによる立ち退き,営業停止,休業,転
業などの理由を控造し,販売促進活動を展開
してはならない｡
⑪ (第18条)小売業者は販売促進を理由に返
品を拒絶,あるいは消費者の返品妨害となる
条件を設置してはならない｡
㊥管理弁法の実効性
以上の2つの弁法(以下ではそれぞれ便宜的に
取引弁法,販促弁法と略す)の内容は,さきに述
べたように当初案と比べると簡潔かつ整理された
ものになり,わが国の公正取引委員会による大規
模小売業告示(大規模小売業者による納入業者と
の取引における特定の不公正な取引方法, 2005
年5月)や,景品表示法にかかわる諸規則と類似
する面も多くなった｡しかし,まだ行政的規則に
盛り込むにはどうかと思えるような項目が含まれ
ているなど,十分精査されたものとはいえない面
も残されている｡こうした内容的な間適の検討は
別稿に譲って,ここでは本弁法の実効性という観
点から,いくつか言及しておこう｡
まず,違反の抑止力としての罰則についてみる
と, 2つの弁法ともに主要な部分は共通している｡
すなわち,違反行為に対しては,他の法律･法規
に規定がある場合はそれに従い,ない場合はその
是正を命じることとされ,違法所得がある場合は,
その3倍以下の罰金(上限は3万元)に,ない場
合は1万元以下の罰金に処し,公告するとされて
いる(取引弁法第23条,販促弁法23条)｡
また,違反行為をどう摘発するかという点につ
いてみると,これも両弁法の規定はほぼ共通して
いる｡主要な部分のみ抜粋すると次のようになる
(取引弁法第21条～第22条,販促弁法21条～第
22条)｡すなわち,各地の商務,価格,税務,工
商部門は法律･法規および本規則に照らし,それ
ぞれ職責の範囲内で,本規則が規定する行為に対
し監督管理を行う｡犯罪の嫌疑のあるものについ
ては,公安機関が法律に依拠して取り締まる｡違
反行為については,いかなる組織も個人も上記部
門に通報することができ,相応する部門は通報を
受けた後,法律により取り締まらねばならない｡
なお,最重要課題の1つとして認識されている代
金支払い遅延行為については,さらに詳細な規定
が設けられている(取引弁法第19条, 20条, 24
秦)｡
以上のように,これら2つの弁法は,法律や条
例よりも拘束力が弱い,部レベルの行政的な規則
であることから,罰則面では他の法律等の違反行
為でない場合は,是正命令と罰金,公告が科され
ることとされている｡ただしこの点は,妥当な水
準といってよいのではなかろうか｡
これに対して,違反行為の摘発の側面では,実
際の監督管理が商務部に加えて,発展改革妻,公
安部,税務総局,工商総局がそれぞれ当たるとせ
ざるを得なかった点が注目される｡これは,すで
に述べたように,商務部が当該分野に関連する法
律等を所管していなかったのに対して,他の行政
組織が関係する法律等を所管していたからである｡
こうした複数の行政組織が監督管理するスキーム
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は,既述の縦割り型の行政組織間の管轄権争いと
の関係で, 2つの弁法が現実的に機能することを
妨げる要因となる可能性がある｡
実際,次のような指摘があった12)｡すなわ
ち, 2つの弁法の運用は結局のところ商務部中心
に行うこととなろうが,商務部は工商総局や税務
総局などと異なり,地方に中央の意を挺して実際
的な活動を行う人員を抱えていない｡そのた
め, 2つの弁法の実効性は低くならざるを得ない
という13)｡
こうしたことから,商務部では,大規模小売業
者の取引行為の規制について,弁法の上位法にあ
たる条例の制定という方向を模索しているところ
である14)｡新条例案には,小売業-の参入条件の
設定,標準契約書の導入,不合理な費用徴収行為
の規制などの項目を盛り込むことと,法執行と罰
則の強化が目指されている15)｡
4.独占禁止法の制定および執行
㊥中国独占禁止法の特徴
次に,独占禁止法の制定および執行についてみ
ていこう｡独占禁止法は,市場流通法関連サブプ
ロジェクトが直接担当する制度ではなく,別途サ
ブプロジェクトが組織されていたが,研究会等で
折に触れて言及されてきた｡そして, 2007年12
月の北京研究会において,市場流通基本法を制定
する必要性の有無が議論された際に,独占禁止法
との関係がつっこんで議論された｡なお,独占禁
止法は市場流通関連法体系の中では市場秩序法制
度の分野に位置づけられている｡
研究会の議論がこうした方向になった背景には,
独占禁止法が2007年8月に全国人民代表大会
(全人代)で採択され, 2008年8月1日の施行に
向けて,中国国内でさまざまな調整･検討がなさ
れていた時期と重なったこととも関係していよう｡
中国独占禁止法は全8章56条からなり,次の
4点が内容的な柱となっている16)｡なお,これら
のうち,独占的協定および市場支配的地位の濫用
に関する禁止規定が,流通･取引関係と関連が探
いため,この2点を中心に概要を整理する17)｡
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①　独占的協定の禁止(第13条～第16条)
a)独占的協定とは｢競争を排除しまたは制
限する合意,決定またはその他の協調行
為｣をさしており,競争者間で締結される
ものと,事業者と取引先の問で締結される
ものに区分される｡
b)競争者間で締結される独占的協定として
規制される行為は次のとおり｡
･価格の固定または変更
･生産数量または販売数量の制限
･販売市場または原材料購入市場の分割
･新技術および設備の購入制限または開発
制限
･共同の取引拒絶等
C)事業者と取引先の間で締結される独占的
協定として規制される行為は次のとおり｡
･再販売価格の固定
･再販売価格についての最低価格の設定等
(彰　市場支配的地位の濫用の禁止(第17条～
第19条)
a)市場において支配的地位を有する事業者
は,その地位を濫用して,競争の排除また
は制限をしてはならない｡市場の支配的地
位とは｢事業者が関連市場において,商品
の価格,数量またはその他の取引条件を支
配することができる,または他の事業者に
よる関連市場への参入を阻害し,もしくは
参入に影響を与えることができる,市場に
おける地位｣をさす｡
b)具体的な禁止行為は以下のとおり｡
･不公平な高価格での商品販売,低価格で
の商品購入
･正当な理由がなく,原価を下回る価格で
の商品販売,取引先に対する取引拒否,
取引先の制限,抱き合わせ販売,不合理
な取引条件の付加,取引価格等の差別的
待遇等を行うこと｡
C)市場の支配的地位の認定は,市場占有率,
競争状況,販売市場または原材料調達市場
に対する制御力,財政的および技術的条件,
他の事業者の当該事業者に対する取引上の
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依存度,関連市場-の参入の難易度等に基
づき判断される｡
d)市場の支配的地位を有することの推定:
単独の事業者の市場占有率が2分の1に達
している場合(以下略)｡
e)独占的事業者:支配的地位を占め,かつ
国民経済の根幹および国家の安全に関わる
業種,並びに法に基づき独占経営および独
占販売を行う業種の事業者は,その支配的
地位,並びに独占経常および独占販売の地
位を利用して消費者の利益を害してはなら
ない｡
③　企業結合(事業者集中)の禁止(第20条
～第31条)
競争を排除または制限する企業結合等を禁止
する｡
④　行政権力による競争の排除･制限の禁止
(第32条～第37条)
特定の事業者が提供する商品のみを取り扱い,
売買または使用できるよう,事業者の行為を制
限するなどの行為,その他(略)｡なお,本規
定は,地方政府･自治体などの行政の権限が大
きい中国にとって重要な意味をもっている｡
独占禁止法の制定過程においては,欧･米･日
各国からさまざまな立法支援の働きかけがあった
という｡中国において独占禁止法が制定されると,
自国の企業等の中国における活動に直接影響し,
ひいてはその国の経済全般にも影響を及ぼすこと
が予想されることから,各国が立法過程に積極的
にかかわろうとすることは当然のことといえよう｡
日本からも,本プロジェクト以外にさまざまな
働きかけが行われ,結果として,法律の形式的構
成についてはEU競争法の影響が認められるもの
の,市場の支配的地位の判断の仕方など実質面で,
日本の制度とそう大きな違いがない法体系となっ
たという｡ただし,運用の実績がまだほとんどな
いことから,実際にどのように解釈･適用されて
いくかは現段階では不透明な部分があまりに多い｡
㊥独占禁止法の執行
中国の独占禁止法の執行体制は日･米･欧等と
異なり, 2層体制がとられている｡法執行の責任
機関は｢国務院独占禁止委員会｣であり, 2008
年8月1日に設立された｡同委員会は,独占禁止
政策や市場の競争状況の調査研究,独占禁止ガイ
ドラインの策定,独占禁止行政･法執行の調整に
あたるという18)｡
だが,実質的な執行は,同委員会の下に設置さ
れる｢独占禁止法執行実施機関｣にゆだねられる
ことになっている｡同執行実施機関は,発展改革
香,工商総局,商務部という3つの中央官庁に
よって設置される｡
これらのうち,発展改革蚕は従来,価格法等を
管轄してきており,カルテル規制などの権限を有
していることから,主として独占的協定にかかわ
る規定の執行実施を担当するといわれている｡ま
た,工商総局は従来,不当競争防止法等を管轄し
てきており,市場支配力を濫用する不公正な取引
方法等を規制してきたことから,市場の支配的地
位の濫用にかかわる規定の執行に当たるといわれ
ている｡さらに,商務部は従来,外資企業に関す
る暫定規則などをつうじて企業結合の問題を管轄
してきたことから,企業結合にかかわる規定の執
行を中心的に担うことになる｡工商総局と商務部
は,実際の執行実施期間として,それぞれ独占不
当競争禁止執行局と独占禁止局をすでに設立した
が,発展改革委はまだ公表していないという19)｡
ただし,こうした責任機関と執行実施機関との
2層体制に対しては, ｢上記の3つの独占禁止法
執行機関を国務院直属の機構に統合し,それに必
要な権威と独立性を与えるやり方｣が最も良い方
法との批判もある20)｡
以上のような執行実施機関の中で,現実的に法
執行の中軸を担うことになるのはどこであろうか｡
この点については,工商総局が,もともとは企業
の登記等を担当しており,地方に直属の出先機関
を有することから,そこに設置された機関が法執
行の中心的な部隊になるのではないかとの見方が
有力であった｡
また,商務部については,前述のとおり独占禁
止法とは別に公平取引弁法と販促弁法を策定し,
さらに両弁法の条例への格上げを狙っている｡こ
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れは市場の支配的地位の禁止という工商総局が主
として担当する問題への管轄権拡大をめざす動き
とみることができる21)｡しかし,商務部には工商
総局等のような地方の執行部隊が手薄である等の
課題があることから,思惑どおりに進むかどうか
は不透明といわざるを得ない22)｡
㊥独禁法関連事件
独占禁止法の制定以前の段階においても,市場
経済化の進展とともに,競争阻害行為の摘発は行
われてきた｡代表的な行為は価格法に違反する価
格カルテルの締結であり,例えば, 1990年代末
のカラーテレビの激烈な価格競争の下での,主要
メーカーである康任, TCL,南京熊猫など国内9
社による最低小売価格を設定する価格カルテル事
件(発展改革妻が価格法抵触と判断)があげられ
る23)｡
また,近年では, 2007年8月に即席めんの価
格カルテル事件が摘発されている24)｡この事件
は, 2006年12月26日に世界ラーメン協会中国
支部25)が北京で会議を開催し,原材料の値上げに
対処するため,高･中･低の3価格帯それぞれの
即席めんの値上げの時期と段取りについて合意し
たことに端を発している｡そして, 2007年4月
21日に同支部の杭州での会議で値上げ幅と時期
が決定され,同年7月5日の同支部の北京での会
議で7月26日からの全面値上げが決定されたと
いっ｡
この事件で注目すべきは,同支部が上記会議の
議事録を業界誌『中国麺製品』に発表し,業界を
代表する企業の価格調整のニュースを業界全体に
周知するとともに,マスメディアに値上げの
ニュースを発表したことである｡これは,価格法
の下でも違法な談合の成果を堂々と社会に公表し
たことを意味している｡しかも当初,政府の関係
部門は敏感に反応しなかったという｡
これに対して,弁護士や消費者がこうした同支
部の行為の違法性を問題としはじめる一方で,中
華ファーストフードなど関連業界で値上げが相次
いで発表されるなどによって,インフレ懸念が広
がり社会不安を招くこととなった｡そのためよう
やく発展改革妻が調査を開始し,その調査結果で
価格カルテルが認定されたのを受けて,同年8月
20日,国家民生部が同支部等に対して2カ月間
の活動停止処分を下した｡
この事件は,独占禁止法がちょうど成立する時
期に発生したこともあり,消費者に対して独占禁
止法制定の意義を周知･啓蒙するという観点から
たいへん大きな意味をもつものであったという｡
また,行政機関が積極的に動き始める前に,マス
メディアが行為の違法性をとりあげ,そうした報
道が行政を動かすことになったという点でも,意
義深いものといえるという｡
価格カルテル以外で注目される事件は,大規模
小売企業が市場における有利な地位を利用して納
入業者等に対して,リベートや協賛金の類を要求
したり,商品代金の支払いを遅延したりする行為
が増加していることに関連している26)｡すなわち,
欧米系を中心とする一部の大規模小売企業(英国
系の大手ホームセンターであるB&Qや,食品
スーパーのプリマなど)が代金支払い遅延行為を
行ったことで,中小納入業者が運転資金を確保で
きなくなり破産に追い込まれるといったことが起
きた｡そして,これに反発して各地の納入業者が
小売企業に大規模な抗議行動を展開し,店舗等を
破壊し営業できないようにするといった事件が発
生するようになり,社会問題にもなりつつある｡
こうした事件に対して,商務部では不公平取引
弁法などに基づいて対応を行ってきたが,独占禁
止法が制定されたことから,市場支配的地位の濫
用にかかわる事件としてとりあげられる可能性も
あり,今後の動向が注目される｡
なお,独占禁止法施行の当日に,次の3つの訴
訟が提起されている27)｡第1は,国家品質監督検
査検疫総局関連訴訟(北京のIT関連4社が,同
総局が強制した商品認証システム-の加入を｢行
政独占｣に当たると地裁に提訴)であり,これに
ついては法定起訴期間が過ぎていたことから受理
されなかった(同4社は上級裁判所にあらためて
提訴するもよう)｡第2は,地方税務局関連訴訟
であり,これについては裁判所に受理されたが,
被告である地方政府税務局による｢行政独占｣行
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為の是非の判断により訴訟が撤回された｡第3は
国有通信会社関連訴訟であり,これについては裁
判所に受理され,法定審理に入る見込みという｡
5.結び
以上,本稿では市場経済化の進展に伴って必要
とされてきた市場流通関連法の整備の動きのうち,
競争政策関係の法規,具体的には大規模小売業者
の取引行為にかかわる2つの管理弁法,および独
占禁止法に焦点をあて,これまでの展開と今後の
展望について論じてきた｡
すでに述べたように,市場流通法関連法の体系
は,当初,中国側によって広い範囲をカバーする
ものとして構想されたが,それらのうちどの分野
の整備から始めるかの優先順位は,近年中国市場
において欧米系を中心とする外資系小売企業が急
成長したことに影響されている面がある｡つまり,
市場流通関連法(審議中のものも含む)は,外資
にターゲットを絞る体裁をとっているわけではな
いが,外資系小売企業の中国政府からみて｢行き
過ぎた｣活動を,一定程度抑制することを意図す
るものということができる｡
こうした立法支援は自由経済の規範を超えた,
自国企業に対する過剰なサービスではないか,と
のナイーブな意見を見受けることがある｡あるい
は,自国にとって不利益が予想される参入規制等
の新しい制度が制定されそうなときだけ牽制,抑
止すればいいのではないかとの見解もあるようだ｡
しかし,そうした見方は,欧米主要国が市場の
グローバル化がますます進展することを前提にし
て,自らの制度と｢調和｣のとれた法制度を実現
しようと,熱心に立法支援を展開しているという
現実を認識していない発言といわざるを得ない｡
こうした現実を踏まえるならば,日本側の関係者
が制度的ハーモナイゼーションを求めて働きかけ
る意義は,今後ますます高まると考えられ,政府
間だけでなく,アカデミズムを含めた多面的な
チャネルにおける率直な意見交換･交流が求めら
れよう｡
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注
1)本稿は平成20年度商学研究所研究助成(共同研究)
｢グローバル･マーケテイングにおける成功要因の分
析｣の成果の一部である｡
2)経済法･企業法整備プロジェクトは,会社法(公司
法),独占禁止法,市場流通関連法という3つの領域
のサブプロジェクトからなる事業で,日本における
研修の実施と中国における研究会の開催などを行っ
てきている｡なお,本プロジェクトは当初, 2005年
度から2007年度までの3カ年計画で実施されたが,
中国側からの要望もあり2008年度も一部延長されて
いる｡
3)以下の内容は,渡辺(2008)の一部に基づきつつ,
大幅に加筆･修正してまとめたものである｡なお,
執筆に際し,上記プロジェクトでの経験がおおいに
役に立ったことはいうまでもないが,本稿の主張は
あくまでも筆者個人のものであることを付記してお
きたい｡
4)注2に記したプロジェクトのなかで,中国側から議
論のたたき台として何度かこの考え方が示されたが,
ここで紹介した内容は, 2007年12月に北京で開催さ
れた研究会の資料に基づいている｡
5)謝意文(2005),胡欣欣(2003)による｡
6)陳立平(2008)による｡こうした状況を中国では
｢上に政策あれば,下に対策あり｣といわれていると
いつ｡
7) 『財経』 (雑誌インターネット版) 2007年11月28日
による｡
8)大型店の立地規制にかかわる｢都市商業施設網管理
条例｣構想(2005年に商務部原案策定されるも現在
も国務院で審議中),およびフランチャイズ経営の規
制にかかわる｢商業特許(フランチャイズ:筆者
注)経営管理条例｣ (2007年5月1日施行)について
は,渡辺達朗(2008)を参照されたい｡
9)陳(2008)では,欧米系大規模小売企業による優越
的地位を利用した行為の代表例の紹介と,そうした
行為が行われる要因についての分析が行われている｡
10)金(2008)による｡
ll)筆者の主張は,渡辺達朗(2005)に基づいている｡
なお,取引慣行に関する経済学的分析の成果につい
ては,倉揮資成(1991),成生達彦(1994),成生達
彦･湯本祐司(1999),丸山雅祥(1988),三輪芳朗
(1991)を参考にしている｡
12)史際春中国人民大学教授の指摘による｡なお,史教
授は中lxlを代表する経済法学者の1人であり,国務
院の独占禁止法起草顧問委員会の委員の1人でも
あった｡
13)研究会での討議の中でも,中国側の業界関係者から,
こうしたルールがつくられても大方の小売企業は守
らないのではないかとの発言があった｡
14)そのためもあって,わが国における優越的地位の濫
用に関する規制の制度および実態を明らかにするこ
とが, 2009年1月の訪日研修での重点課題の1つと
なっている｡
15) 2009年1月研修に際して商務部サイドから提出され
た資料による｡
16)史際春･等(2007),および史教授からのヒヤリング
中国における競争政策の整備および展開状況と課題
による｡
17)中国独占禁止法の概要および仮訳は,公正取引委員
会ホームページ中の｢世界の競争法｣ (h仕p://ⅥW.
jftc.go.jp/worldcom/html/country/chaina 2.html)に
よる｡また,久田(2007)も参考になる｡
18)金(2008)による｡同記事(発行日は2008年10月6
日)によると,同委員会の構成や活動ルールはまだ
公表されていないという｡
19)同上による｡
20)王(2007)による｡なお,王暁嘩氏(社会科学院法
学所研究員)は独占禁止法起草顧問委員会委員とし
て,独占禁止法起草に重要な役割を果たした人物の1
人である｡
21)また,同法施行直後の2008年8月3日には, ｢国務
院の事業者結合届出基準に関する規定｣が公布され
即日施行されている｡事業者結合は,既述のように
商務部が主として所管する分野であり,そこでいち
早く法執行のためのルールが発表されることは,そ
もそも当該ルール制定が急がれるという要因もあろ
うが,商務部が独占禁止法執行に主導的に関与して
いこうとする意欲の現われとみることができよう｡
なお,同届出基準の概略は,エキサイトニュース
(http : //www.excite.co.jp/News/china/) , 2008 * 8
月29日号に紹介されている｡
22)以上の見通しについては, 2007年12月北京でのヒヤ
リングによる｡
23)丸川知雄編(2002), p.183,竹岡倫示｢泥沼化するカ
ラーテレビ安売り合戦｣ (日本経済新聞社｢アジア各
地の日経記者が現地密着レポート｣ 2000年10月よ
り)による｡
24)以下は, ｢即席めん値上げ騒動をふり返って｣ 『北京
週報日本語版』 2007年10月29日,および『中国情
報局NEWS』 2007年7月26日,同年8月20日によ
る｡
25)世界ラーメン協会は1997年3月に東京で設立された
業界の連合組織で,中国支部は, 2004年に中国食品
科学技術学会傘下の麺製品分会のメンバーを構成員
にして組織された(『北京週報日本語版』 2007年10
月29日による)｡
26)史教授からの教示による｡
27)以下は,金(2008),およびNikkei Net中国ビジネス
特集, 2008年9月5日によるo
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